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専門家派遣事業実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、宮城県中小企業経営資源強化対策費補助金交付要綱に基づき、公益財団法

人みやぎ産業振興機構（以下「機構」という。）が行う専門家派遣事業について、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 専門家派遣事業は、経営の向上を図る中小企業者等が抱える種々の問題（経営、技術、

人材、情報化、特許等）に対して専門家登録要綱第２条で定める登録専門家（以下「専門家」

という。）を派遣し、適切な診断、助言及び伴走支援を行うことによって問題の解決を図り、

もって経営の向上を図る中小企業者等の順調な発展及び成長を促進することを目的とする。 

 

（支援対象企業） 

第３条 専門家派遣事業において支援の対象とするものは、宮城県内に事業所を有し中小企業支

援法（昭和３８年法律第１４７号）に規定する中小企業および創業者（以下「中小企業者等」

という。）のうち次の各号のすべてに該当するものとする。 

（１） 創業、経営革新等経営の向上を目指す意欲のある者 

（２） 創業、経営革新等経営の向上に関する目的又は目標が明確である者 

（３） 専門家派遣事業により、支援の効果が期待できる状況であると判断される者 

なお、創業者とは、これから１年以内に創業を予定している者をいう。 

 

（専門家の派遣要請） 

第４条 専門家の派遣を要請しようとする中小企業者等は、１回目の派遣については「専門家派

遣相談書」（様式１）、２回目以降の派遣については「専門家派遣要請書」（様式２）及び次

に掲げる関係書類を提出するものとする。 

（１） 商業登記簿謄本 

（２） 直近期から過去２期分の決算書 

（３） その他理事長が必要と認める書類 

２ 機構は、支援要請の内容に合致する専門家を登録名簿の中から紹介するものとする。 

 

（専門家の派遣決定） 

第５条 前条第１項の規定による要請を受けたときは、当該要請をした中小企業者等に対して現

地を調査し、又は電話等によるヒアリングを実施することで当該中小企業者等の概況及び課題、

支援を受けようとする内容等を聴取し、機構理事長の審査を経て専門家の派遣を決定するもの

とする。 

２ 前項の規定に基づき、派遣を決定したときは、当該派遣の要請をした中小企業者等に対して

「専門家派遣通知書」（様式３）により通知するとともに、派遣を決定した専門家（以下「派

遣専門家」という。）に「専門家派遣事業における支援依頼書」（様式４）により通知するも

のとし、派遣をしないことを決定したときは、その理由を付して当該派遣を要請した中小企業

者等に通知するものとする。 

 

（派遣に適さない中小企業者等及び専門家） 

第６条 第４条第１項の規定による要請をした中小企業者等が次の各号のいずれかに該当すると

認められる場合には、前条第１項の規定による決定をすることができない。 

（１） 第１７条に規定する負担金の調達が確実でない場合 

（２） 診断及び助言の成果について公表することに同意できない場合。ただし、公表するこ

とによって経営上の損失が生じることが予想される場合を除く。 
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（３） 診断及び助言について派遣しようとする専門家の事務所において行おうとする場合。

ただし、やむを得ない事情があると機構が認めた場合は、この限りでない。 

（４） 派遣の要請が単に専門家による資料等の作成代行（ホームページ作成を含む。）と認

められる場合 

（５） 一の支援対象企業の要請に基づき、複数の企業に対して診断及び助言を行おうとする

場合（集団研修等） 

（６） 派遣の要請の日の属する年度の前年度において、当該派遣に係る診断及び助言と同一

の診断及び助言を受けている場合。ただし、機構理事長が当該診断及び助言を必要と認

めた場合は２ヵ年を限度として認めることが出来る。                                                              

（７） その他機構が支援の対象として相応しくないと認めた場合 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、派遣専門家とすることができない。 

（１） 支援対象企業の役員又は社員の身分を有する者 

（２） 派遣の要請をした支援対象企業における役員等の４親等以内の親族である者 

（３） 派遣の要請をした支援対象企業の発行済み株式の総数、出資口数の総数若しくは出資

価額の総額の５０パーセント以上に相当する数若しくは額の株式又は出資を有する企業

に在籍する者 

（４） 支援対象企業が、発行済み株式の総数若しくは出資価額の総額の５０パーセント以上

に相当する数若しくは額の株式又は出資を有する企業に在籍する者 

（５） 支援対象企業との間で、継続して診断・助言を受ける契約（顧問契約等）を締結して

いる者 

 

（派遣回数及び時間等） 

第７条 一事業年度において、一の中小企業者等に対して派遣することができる回数は、５回を

超えることができない。ただし、機構理事長が特に必要と認めた場合は、１０回を限度とする。 

２ 一事業年度において、一の中小企業者等に対して派遣することができる専門家は、同一とす

る。ただし、機構理事長が特に必要と認めた場合は、複数の専門家を派遣することができるも

のとする。 

３ 専門家派遣における一回当たりの派遣時間は、原則として３時間程度とする。ただし、機構

理事長が特に必要と認めた場合は、６時間程度とする。なお、予め機構理事長の承認を経た場

合は、派遣専門家が支援を実施するために行う調査や分析等を派遣時間に含めることができる

ものとする。これらの派遣時間において、派遣専門家の派遣場所までの往復の移動時間は含ま

ないものとする。 

４ ＷＥＢ等を活用したオンライン会議の場合は、別に機構が定める「情報セキュリティ基本方

針」に基づき、実施するものとする。 

 

 

（派遣の中止） 

第８条 第５条第１項の規定により派遣の決定を受けた中小企業者等（以下「支援企業」という。）

が、当該派遣の第３回目以降において当該派遣の中止を申請しようとするときは、あらかじめ

「専門家派遣中止申請書」（様式５）を機構に提出し、その認定を受けなければならない。 

２ 前項の認定をするに当たっては、派遣企業及び派遣専門家の意見を聴取し、機構理事長の審

査を経るものとし、認定を決定したときは、支援企業に対して「専門家派遣中止認定書」（様

式６－１）を、派遣専門家に対して「専門家派遣中止認定書」（様式６－２）をそれぞれ送付

するものとする。 

３ 第１項の場合のほか、機構は、支援企業又は派遣専門家において天災その他やむを得ない特

別の事情があり、派遣の継続が困難と認めるときは、当該派遣を中止することができる。この

場合においては、前項の規定を準用する。 

 

（派遣回数の変更） 
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第９条 支援企業が、当該派遣の第３回目以降において派遣回数の変更をしようとするときは、

あらかじめ「専門家派遣変更申請書」（様式７）を機構に提出し、承認を受けなければならな

い。ただし、あらかじめ機構に派遣回数を減ずる旨報告した場合は、この限りでない。 

２ 前項の承認をするに当たっては、派遣企業及び派遣専門家の意見を聴取し、機構理事長の審

査を経るものとし、承認を決定したときは、支援企業に対して「専門家派遣変更決定通知書」

（様式８）を、派遣専門家に対して「専門家派遣事業における支援依頼書（変更）」（様式９）

をそれぞれ送付するものとする。 

 

（派遣専門家の変更） 

第１０条 支援企業は、派遣専門家の診断及び助言の内容が希望した診断及び助言の内容と合わ

ないと判断したときは、機構と協議の上、派遣専門家の変更をすることができる。ただし、派

遣専門家の変更は１回限りとする。 

２ 第１項の場合のほか、機構は、派遣専門家において天災その他やむを得ない特別の事情があ

り、派遣の継続が困難と認めるとき、支援企業と協議の上、専門家を変更することができる。 

 

（支援予定表） 

第１１条 派遣専門家は、第５条第２項の規定により「専門家派遣事業における支援依頼書」の

通知を受けたときは、機構の求めに応じ、「専門家派遣事業 支援予定表」（様式１０）を作

成して提出するものとする。 

 

（報告書の提出） 

第１２条 派遣専門家は、派遣１回毎に、派遣日から起算して１０日以内に「専門家派遣事業実

施状況報告書」（様式１１－１）を作成し、機構に提出しなければならない。また、派遣の最

終回を行った日及び機構が指定した派遣日の翌日から起算して１０日以内に、「専門家派遣事

業業務報告書（総括）」（様式１１－２）を作成し、機構に提出しなければならない。 

２ 支援企業は、派遣の最終回が行われた日及び機構が指定した派遣日の翌日から起算して１０

日以内に、「専門家派遣を受けた内容及び今後の対応等に関する報告書」（様式１２）を作成

し、機構に提出しなければならない。 

 

（派遣専門家の義務） 

第１３条 派遣専門家は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。専門家とし

ての登録期間が経過した後も同様とする。 

２ 派遣専門家は、この要領の規定に基づき診断及び助言を行った支援企業に対して、派遣の終

了後、当該診断及び助言と同一の内容の診断及び助言を行った場合においては対価を求めては

ならない。 

３ 派遣専門家は、機構の求めに応じ、診断及び助言の進捗等について報告するものとする。 

４ 派遣専門家は、専門家派遣事業の実施に当たって、他の者への再委託等を行ってはならない。 

 

（診断及び助言の実施時の調査分析等に要する経費の支払い） 

第１４条 機構は、派遣専門家が診断及び助言を実施するため、調査、分析等を必要と認める場

合は、予め機構理事長の承認を経て当該調査、分析等に要する労力及び経費を派遣日数に換算

し、それに相応する謝金を支払うことができるものとする。 

 

（派遣専門家への謝金等の額） 

第１５条 派遣専門家に対しては、謝金を支払い、費用を弁償する。 

２ 謝金の額は、第５条第１項の規定により決定された派遣回数（第８条又は第９条の規定に基

づき派遣回数が変更された場合にあっては、当該変更された派遣回数）について、その派遣１

回につき３時間程度の場合は３万６千円、６時間程度の場合は７万２千円とする。 

３ 費用弁償の額は、機構職員の旅費規程に準じて支給する。ただし、費用弁償で不利益が生じ
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た場合、在勤地を派遣専門家の自宅または勤務地として支給することができるものとする。 

４ 前項の場合において、県外在住の派遣専門家に対する費用弁償の額は、当機構事務所（仙台

市青葉区上杉）を基点として算出した額若しくは県外専門家の自宅または勤務地から算出した

額のうちのいずれか低い額とする。ただし、支援企業がステージアッププロジェクト企業であ

る場合については、県外在住の専門家に対する旅費の額は、前項の規定を準用する。 

 

（派遣専門家への謝金等の支払い） 

第１６条 機構は、派遣専門家及び支援企業から第１２条の規定による報告書の提出を受けたと

きは、60日以内に、その内容を審査し、適当と認めたときは派遣専門家に対して謝金を支払い、

費用を弁償するものとする。 

 

（支援企業の負担） 

第１７条 支援企業は、当該派遣の第２回目以降の派遣専門家に係る謝金の３分の１に相当する

額を負担しなければならない。ただし、支援企業が以下に該当する場合は、負担を軽減するこ

ととする。 

 該当企業 負担軽減策 

１ 
中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４

号）第２条第５項に規定する小規模企業者 

第７条第１項に規定する派遣回数のうち３

回まで無料 

２ ステージアッププロジェクト認定企業 
認定期間内（最大２年）、同派遣回数のう

ち１０回まで無料 

３ みやぎ優れＭＯＮＯ事業「認定企業」 
認定期間内（最大５年）、同派遣回数のう

ち５回まで無料 

４ みやぎ優れＭＯＮＯ事業「候補企業」 
応募後１年間、同派遣回数のうち３回まで

無料 

 

２ 支援企業は、前項の規定に基づく負担金について、機構からの請求に基づき、機構が指定す

る期日及び金融機関に、その全額を一括して前納しなければならない。ただし、一括して前納

できないことについてやむを得ない理由があると機構が認めるときは、分割して納入すること

ができる。 

 

（負担金の返納及び追加） 

第１８条 機構は、第８条又は第９条の規定に基づき第５条第１項の規定により決定された派遣

回数が当該派遣回数より減じられた場合には、既に納入されている負担金について、当該減少

した回数に係る派遣専門家への謝金の額を支援企業に返戻するものとする。 

２ 支援企業は、第９条の規定に基づき第５条第１項の規定により決定された派遣回数が当該派

遣回数より増加する場合には、当該増加する回数に係る派遣専門家への謝金の額に係る負担金

を追加して納入しなければならない。この場合においては、前条第２項の規定を準用する。 

 

（効果の把握に対する調査協力） 

第１９条 支援企業は、機構が行う第５条第１項の現地調査及び前項のヒアリング等の調査に協

力するものとする。 

 

（免責） 

第２０条 機構は、専門家派遣事業の実施に関して派遣専門家又は支援企業に損害が生じた場合

においても、その責は負わないものとする。 

 

（その他） 

第２１条 この要項に定めるもののほか、専門家派遣事業の実施に関し必要な事項は、別に定め
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る。 

 

附 則 

この要領は、平成１２年５月１１日から施行する。 

この要領は、平成１３年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１４年９月１９日から施行する。 

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２２年３月１日から施行する。 

この要領は、平成２３年１１月１日から施行する。 

この要領は、平成２４年５月１５日から施行する。 

この要綱は、平成２４年１０月１５日から施行する。 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２８年３月１日から施行する。 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

この要領は、平成３０年７月１日から施行する。 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。  

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

この要領は、令和５年１０月１日から施行する。 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 


